社会福祉法人和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業助成金実施要綱

制定  平成26年4月1日　要綱第3号
改正　平成30年3月26日　要綱第11号

　（目　的）
第１条　市内小学校、中学校及び高等学校並びに特別支援学校（以下「学校」という。）の児童・生徒を対象として、社会福祉への理解と関心を高め、福祉に対する学びを強化し、学校や地域、社協等との連携を図りながら、｢共に学び、共に生き、共に育つ心を育くむ｣ことを目的とする。
　（実施主体）
第２条　この事業は社会福祉法人和光市社会福祉協議会（以下「社協」という。）を実施
主体とする。
　（推進校の指定及び助成金の交付）
第３条　社協は、学校において予算の範囲内で、和光市社会福祉協議会福祉共育推進校（以下「推進校」という。）の指定及び助成金の交付を行うものとする。
２　助成金の額は、小学校、中学校1校あたり年額２万円、高等学校並びに特別支援学校１校あたり年額１万円を限度とする。

３　助成金の交付は、毎年度開始後３か月以内に交付するものとする。ただし、社協会長が特に認める場合はこの限りではない。

　（推進校の指定及び助成金の交付申請）

第４条　推進校指定及び助成金を受けようとする学校は、推進校指定事業及び助成金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を社協会長に提出するものとする。
２　申請書の提出期限は毎年５月末日までとする。ただし、社協会長が特に認める場合はこの限りではない。

３　社協は、前項に規定する申請書を受理したときは、内容を審査後、推進校指定事業及び助成金交付決定通知書（様式第２号。）により通知するものとする。
（推進校の事業）
第５条　推進校の事業は、それぞれの学校と地域の実情にあわせた独自の工夫と計画に基づき、概ね次のような事業とする。
　⑴　学校行事へ高齢者などを招待する事業
　　　文化祭、運動会等の各行事への招待
　⑵　体験学習を目的とした実践事業
　　　車イス、アイマスク、介助等の実践事業、体験学習への保護者の参加の呼びかけ等
　⑶　交流活動を目的とした実践事業
　　　社会福祉施設入所者等への訪問・交流・連携、福祉の心を育む事業等
　⑷　家庭、地域社会への啓発事業
　　　福祉講演会、映画会等の開催や学校新聞を利用した広報啓発事業等
　⑸　社会福祉関係行事への参加

ボランティア講座、福祉関係行事、赤い羽根共同募金、朝霞地区四市福祉教育研修会への協力・参加等
　⑹　その他必要な事業、和光市ボランティアセンターが認めたボランティア活動への参　　　加等

　（実績報告書の提出）
第６条　推進校は、助成年度終了後翌年度の１カ月以内に、推進校事業助成金実績報告書（様式第３号。）及び事業報告書（様式第３号‐２。）並びに収支決算書（様式第３号‐３。）を社協会長に提出しなければならない。

　
　　附　則
　この要綱は、平成 ２６年　４月　１日から施行する。
　この要綱は、平成 ３０年　４月　１日から施行する。

様式第１号（第４条関係）
和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業及び助成金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　社会福祉法人和光市社会福祉協議会

会　長　　　木　田　　亮　様
学　校　名  　　　　　　　　　　　　　　　　　    
所　在　地  　　　　　　　　　　　　　　　    
学校長名　　　  　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞ 
電話番号      　　　　　　　　　　　　　　　    

指導教師名      　　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記により、　  年度和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業及び助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　申　請　額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　添付資料

　（１）　　年度　事業計画書

　（２）　　年度　収支予算書

様式第２号（第４条関係）

和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業及び助成金交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　

社会福祉法人和光市社会福祉協議会

会　長　　　　　　　　　
　　年　　月　　日で申請のあった、　　年度和光市社会福祉協議会福祉共育推進校の指定については、申請のとおり決定しました。

また、和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業助成金の交付については、下記のとおり決定したので通知します。
記
１　　　年度和光市福祉共育推進校　　　　　　　

２　助成金交付金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　助成金交付条件

(１)　交付を受けた学校は、助成金を交付の目的に添った事業活動にのみ使用すること。
　(２)  助成金の交付を受けた学校等が、助成金を他の用途に使用したり、その他交付決定の内容又は活動・助成金交付要綱の規定に違反したりしたときは、交付決定額の全額又は一部を取り消すことができる。
　(３)  活動等を休止、又は中止する場合は、事前に社協会長へ届け出ること。
　(４)　助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、完了後２年間保管しておくこと。

（５） 和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業助成金実績報告書を提出する際に、添付可能な領収書等は収支決算書に添付すること。
　様式第３号(第６条関係)
和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業助成金実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　社会福祉法人和光市社会福祉協議会
　　会　　長　　木　田　　　亮　様
　　　　　　　　　　　　　　　学　校　名  　　　　　　　　　　　　　　　　　    

所　在　地  　　　　　　　　　　　　　　　        
学校長名　　　  　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞ 
電話番号      　　　　　　　　　　　　　　　    

指導教師名      　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　年　月　日をもって助成金の交付を受けた事業が完了したので、和光市社会福祉協議会福祉共育推進校指定事業助成金実施要綱第６条の規定により、関係書類を添えて報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　助成金交付額　　　　　　　　　　　　　　　　円
　様式第３号－２(第６条関係)

令和　　年度事業報告書(　　　年　　月　　日　~　　　年　　月　　日)　

	学校名


	

	活動内容


	

	　

参加人数


	　

　　　　　


	　　　　
	

	備　　考


	
	
	

	


※ただし、推進校にて事業報告書に相当するものがあれば、これに変えることが出来るものとします。なお、活動の様子が分かる資料等がありましたら、添付して下さい。

様式第３号－３(第６条関係)
　令和　　年度収支決算書　(　　　年　　月　　日~　　　年　　月　　日)

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

	　科　　　　　　　目


	　　金　　　　　額
	　　適　　　　　　　　　　用

	
	
	

	
	
	

	　　　合　　　　計
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

	　科　　　　　　　目
	　　金　　　　　額
	　　適　　　　　　　　　　用

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	　　合　　　　計
	
	


※ただし、推進校にて収支決算書に相当するものがあれば、これに変えることが出来るものとします。なお、添付可能な領収書等がありましたら、添付して下さい。

